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主要な人権課題のこれまでの取組  

 

 

◆女性の人権  

 

（国等の取組）  

国連においては、昭和５０（１９７５）年の国際女性年及びこれに続く「国連女性の

１０年」をきっかけに、男女平等と女性の地位向上の実現に向けた積極的な取組が始ま

った。その後、昭和５４（１９７９）年に「女性差別撤廃条約」、平成５（１９９３）

年には女性に対する暴力の撤廃に関する宣言が採択されたほか、平成７（１９９５）年

の第４回世界女性会議での北京宣言及び行動綱領の採択、また、平成１２（２０００）

年の国連特別総会「女性２０００年会議」での政治宣言及び成果文書の採択など、女性

の人権尊重に向けたさまざまな取組が国際的規模で行われてきた。  

国においても、国連の動きとともに男女共同参画社会の実現に向けたさまざまな取

組が展開されてきた。特に、平成１１（１９９９）年に男女共同参画社会基本法が制定

され、翌年には同法に基づき、男女共同参画基本計画が策定された。その後、平成１７

（２００５）年に改定された「第２次基本計画」に基づき、社会のあらゆる分野におい

て男女共同参画推進に向けた取組が進められた。  

女性に対する暴力に関しては、平成１２（２０００）年の「ストーカー行為等の規制

等に関する法律（ストーカー行為規制法）」や平成１３（２００１）年、「配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（配偶者暴力防止法）」の制定（平成２０（２

００８）年改正法施行）など立法的な措置が図られた。また、平成１９（２００７）年

には、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章が策定され、男女がともに、

仕事や家庭生活、地域活動などについて自ら希望するバランスで展開できる生活の実

現に向けた取組が推進されてきた。  

一方で、平成２１（２００９）年、国連の女性差別撤廃委員会は、国の男女平等に向

けたこれまでの取組は「不十分」と指摘し、雇用や暴力対策をはじめ性差別の完全な撤

廃に向け早急な対策の実施を日本政府に勧告した。  

平成２７年（２０１５）年には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（女性活躍推進法）」が公布され、男性を含めた働き方の見直しを進め、国や地方公共

団体、一定規模以上の事業主に、行動計画の策定、公表の義務付けが定められ、職業生

活における女性の活躍を重点的に推進するための取組が進められた。  

平成３０（２０１８）年には、「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」

が公布され、国や地方議会の議員選挙において、男女の候補者の数ができる限り均等と

なることを目指すことなどを基本原則とした。また、「働き方改革を推進するための関

係法律の整備に関する法律」が公布され、ワーク・ライフ・バランスの実現や、個々の

事情に応じた多様で柔軟な働き方の選択が実現するための施策が社会全体として推進

された。  

令和元（２０１９）年には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の

一部を改正する法律」が公布され、一般事業主行動計画の策定義務の対象拡大や情報公

http://www.iza.ne.jp/izaword/word/%25E5%259B%25BD%25E9%2580%25A3/
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表の強化等が定められた。  

令和２（２０２０）年１２月に「第５次男女共同参画基本計画」が閣議決定された。

国民の幸福の向上と社会経済の持続的発展と、「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）等に

よるジェンダー平等の着実履行による国際社会と協調した社会を目指し、男女共同参

画、女性活躍に向け強力に取り組むこととし、様々な施策を推進している。  

県においては、平成１３（２００１）年に「ひょうご男女共同参画プラン２１」を

策定した。また、平成１４（２００２）年には男女共同参画社会づくり条例を施行

し、男女共同参画社会の形成に関して県、県民、事業者の責務を明らかにするととも

に、県の施策の基本的事項を明らかにした。女性に対する暴力に関しては、平成１８

（２００６）年から兵庫県配偶者等からの暴力対策基本計画に基づき、対策を推進し

ている。  

 

（本市の取組）  

本市においては、平成８（１９９６）年、伊丹市女性のための行動計画を策定し、す

べての人が性にとらわれることなく、あらゆる領域における権利と義務、利益と責任

を分かち合える社会を目指しました。平成１０（１９９８）年には、伊丹市男女共生教

育基本方針を策定（平成２０（２００８）年改定）し、男女共生教育の推進を図ってき

た。  

平成１８（２００６）年には、新たに伊丹市男女共同参画計画を策定し、同計画に基

づき、女性・児童センターを拠点として、性別役割分担意識の解消や女性のチャレンジ

支援など各種啓発事業や女性のための相談事業などを実施している。なお、同計画の

進捗状況については、伊丹市男女共同参画施策市民オンブードが市民の視点で調査･意

見表明を行っている。  

また、平成２１（２００９）年には、伊丹市配偶者等からの暴力対策基本計画を策定

し、平成２２（２０１０）年には配偶者暴力相談支援センター機能（伊丹市ＤＶ相談室）

を整備するなど関連施策を推進してきた。  

平成２９（２０１７）年には、「第２期伊丹市男女共同参画計画」を策定し、４つの

基本理念と８つの基本目標に基づき、あらゆる施策において男女共同参画の視点を取

り入れ、推進しており、令和３（２０２１）年度中に「第３期伊丹市男女共同参画計画」

の策定を予定している。  

また令和２（２０２０）年４月には、長年の懸案であった伊丹市立女性・児童センタ

ーの男女共同参画機能を特化するため、中心市街地にその機能を移転し、新たな啓発の

拠点として、伊丹市立男女共同参画センター「ここいろ」を新設し、啓発の強化と、市

民の主体的な学習・活動の支援や人材育成等を推進している。  

 

 

◆子どもの人権  

 

（国等の取組）  

国においては、昭和２３（１９４８）年１月に児童の健全育成や保護を目的とした
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「児童福祉法」を施行したほか、平成６（１９９４）年には「児童の権利に関する条約」

を批准するとともに、すでに日本国憲法をはじめ、児童憲章、児童福祉法、教育基本法

などにおいて、子どもの人権尊重とその心身にわたる福祉の保障及び増進などについ

て、基本原則や理念が示されている。  

さらに、平成１１（１９９９）年に「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び

児童の保護等に関する法律（児童買春・児童ポルノ禁止法）」、平成１２（２０００）年

に「児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法」」、平成１４（２００２）年に「イ

ンターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律（出

会い系サイト規制法）」、平成２１（２００９）年に「青少年が安全に安心してインター

ネットを利用できる環境の整備等に関する法律（青少年インターネット環境整備法）」

が制定されるなど個別立法による対策も行われてきた。  

また、平成１５（２００３）年、少子化に対応した子育て支援を推進するため、次世

代育成支援対策推進法が制定され、地方公共団体や事業所に行動計画の策定を求めて

きた。  

障がいのある子どもに対する取組としては、平成１７（２００５）年、子どもの発達

障害の早期発見などを盛り込んだ発達障害者支援法が施行され、また、平成１９（２０

０７）年から、障がいのある幼児・児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じて適切

な教育的支援を行う、特別支援教育が導入された。  

平成２５（２０１３）年９月には「いじめ防止対策推進法」を施行、同年１０月には

「いじめ防止等のための基本的な方針」を策定、平成２６（２０１４）年１月には「子

どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行されている。  

また、平成２９（２０１７）年４月の改正「児童福祉法」の施行により、子どもが権

利の主体であることが明確化されたほか、児童相談所の体制強化や里親委託の推進な

どが規定され、児童虐待の発生予防から自立支援まで一連の対策の強化が図られてい

る。さらに、令和２（２０２０）年４月の改正同法の施行により、体罰の禁止が法定化

されている。  

県においては、平成１７（２００５）年に「ひょうご子ども未来プラン」、平成２２

（２０１０）年に「新ひょうご子ども未来プラン」を策定、令和２（２０２０）年３月

には「ひょうご子ども・子育て未来プラン」を策定し、子育てや児童の虐待、子どもの

非行等に関して、こども家庭センターやひょうごっ子悩み相談センターを中心とする

相談や支援機能の充実に努めている。また、家庭、学校、地域、関係団体等の相互の連

携による青少年の健全な育成や地域活動への参加を促進するほか、貧困家庭の子ども

のための学習支援、生活支援などの施策を展開するなど、子ども・子育て支援新制度に

沿った総合的な対応を行っている。  

学校でのいじめについては、「いじめ防止対策推進法」を踏まえた「兵庫県いじめ防

止基本方針」（平成２６（２０１４）年３月策定）に基づき、県民総がかりでいじめに

対峙するとともに、教職員の資質能力の向上を図り、家庭や地域、関係機関等と連携協

力して問題克服のための取組を進めている。  

さらに、児童の虐待問題については、関係機関及び民間団体による連携した支援体制

の充実に努めるとともに、社会全体の関心と理解を深めるため、県・市町・関係団体が
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協働し、その防止に向けた意識啓発等を行っている。  

 

（本市の取組）  

 本市においては、子どもの人権を擁護し、健全な発達を図るための各種施策や啓発活

動などの取組を推進してきた。  

 平成１７（２００５）年、伊丹市次世代育成支援行動計画「愛あいプラン」を策定し、

同計画に基づく事業をはじめ子ども施策を総合的に推進するために、平成１８（２００

６）年度には「こども部」を設置しました。平成２２（２０１０）年度からは同計画の

後期実施計画に基づき、子どもの健全育成に向けた環境整備、さまざまな相談事業や子

育て支援事業の実施など、子どもの主体性と人権の尊重・擁護を柱とした施策を展開し

ている。  

学校園では伊丹市人権教育基本方針、保育所 (園 )においては伊丹市人権保育基本方針

に基づいて、子どもを権利の主体としてとらえ、人権を尊重する教育、保育に取り組ん

でいる。  

 子どもの最善の利益が保障されるまちを目指し、令和２（２０２０）年度から第２期

を迎えた「伊丹市子ども・子育て支援計画」に基づき、子どもの健全育成・居場所づく

りに向けた環境整備、社会的支援を必要とする子どもの支援や、さまざまな相談事業、

子育て支援や地域ぐるみの見守り体制構築など、子どもの主体性と人権の尊重・擁護を

柱とした施策を展開している。  

児童虐待に関しては、平成１２（２０００）年、伊丹市児童虐待防止市民ネットワー

ク会議を設置し、平成２１（２００９）年には伊丹市要保護児童対策地域協議会として

改組し、関係機関との連携を図りながら虐待児童の早期発見・早期対応に努めてきた。

毎年１１月の児童虐待防止月間において、啓発を行ったほか、スーパーバイザーを招聘

し、適切な対応方法や機関連携のあり方など、職員の資質向上を図った。処遇困難ケー

スについては、伊丹市要保護児童対策地域協議会を開催し、ケース検討し、今後の処遇

の方向性を定めるなど、児童虐待防止に努めている。  

いじめ問題については、平成１８（２００６）年、伊丹市こどものいじめ問題対策本

部を発足させ、全庁的に取り組む体制を構築した。また、いじめ防止対策推進法に基づ

いて、平成２６（２０１４）年４月に「伊丹市問題対策連絡協議会条例」を定め、「伊

丹市いじめ防止等対策審議会」や「伊丹市いじめ問題対策連絡会議」、「伊丹市いじめ問

題に関する第三者調査委員会」を設置した。また、学校、家庭、地域が取り組む具体的

な対応策をまとめた「伊丹市いじめ対策リーフレット」を作成し、学校、家庭、地域が

連携した取組充実を図っている。  

子どもの非行防止や健全育成に関しては、少年非行防止活動の総合的推進などを目

的に伊丹市少年非行防止対策プロジェクトチームが設置され、平成２２（２０１０）年

に今後の取組について報告を行った。平成２２（２０１０）年度からは、伊丹市青少年

問題協議会が、いじめ問題対策及び少年非行防止を含むあらゆる青少年問題に対して

一層きめ細かな対応を図っています。また、少年愛護センターを中心に、センター通信

の作成や有害図書の回収など各事業を展開している。  

 障がいのある児童に関しては、平成２８（２０１６）年に「こども発達支援センター」



6 

 

を開所し、発達が気になる子どもと保護者への育児支援等を実施している。  

 子どもの貧困や居場所づくりの一環として、市内９箇所で「こども食堂」を実施し、

家庭支援を実施している。  

 子どもの相談として、スクールカウンセラーを全市立小・中・高等学校に配置し、児

童生徒をはじめ教職員や保護者のカウンセリングを実施するほか、スクールソーシャ

ルワーカーを全市立小・中・高等学校に派遣し、家庭・福祉・医療等の関係機関と連携

し、生活環境を調整している。  

 

 

◆ 高齢者の人権  

 

（国等の取組）  

昭和５７（１９８２）年、国連主催の世界会議において、高齢化に関する国際行動計

画が採択された。平成３（１９９１）年の国連総会においては、高齢者のための国連原

則が決議され、高齢者の自立、参加、ケア、自己実現、尊厳の５原則に即して具体的な

目標が提起された。さらに、平成１１（１９９９）年を国際高齢者年とし、各国におい

て、これら行動計画や国連原則の具体化が図られた。  

国においては、平成７（１９９５）年に高齢社会対策基本法が施行され、翌年、同法

に基づく高齢社会対策大綱が取りまとめられた。さらに、平成１３（２００１）年、新

しい大綱が閣議決定され、政府が推進すべき基本的かつ総合的な高齢社会対策の指針

が示された。  

平成１２（２０００）年には、国民の共同連帯の理念に基づき、介護の必要な人々を

社会全体で支える仕組みとして介護保険制度がスタートした。また、高齢者への虐待に

ついては、平成１８（２００６）年、「高齢者の虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律（高齢者虐待防止法）」が施行された。  

平成２３（２０１１）年６月には「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の

一部を改正する法律」の施行により、高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医

療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシ

ステム」の構築が規定されている。  

また、平成２７（２０１５）年４月には、在宅医療・介護連携や認証施策などを推進

するために地域支援事業が充実され、全国一律の基準で提供される予防給付のうち通

所介護と訪問介護が地域支援事業に移行するなど、地域包括ケア体制の推進を図るた

めの制度改正が行われた。  

その他、令和元（２０１９）年６月にとりまとめた「認知症施策推進大綱」において、

認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望をもって日常生活を過ごせる社会をめ

ざし認知症の人や家族の視点を重視しながら「共生」と「予防」を車の両輪として施策

を推進することを基本的な考え方として、規定されている。  

県においては、平成４（１９９２）年の福祉のまちづくり条例や平成１９（２００７）

年の「ひょうご長寿社会プラン」などにより、高齢者の権利擁護を含む総合的な高齢者施

策を推進してきた。  
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また、超高齢社会に対応して、平成２４（２０１２）年３月に策定した「少子高齢社会

福祉ビジョン～新たな豊かさの創造～」や、令和３（２０２１）年度から令和５（２０２

４）年度までを計画期間とする「兵庫県老人福祉計画（第８期兵庫県介護支年事業計画）」

等により、施設整備や在宅サービスの充実など介護サービス基盤の強化、生きがい・健康

づくり対策、高齢者等にやさしい住まいやまちづくりなど高齢者の総合的な福祉の増進に

努めてきた。また、地域総合支援センター (地域包括支援センター )を設置し、総合相談・支

援や介護予防マネジメントを行うとともに、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律」の趣旨を踏まえ、高齢者の権利擁護や虐待防止に努めています。さ

らに、認知症相談センターにおいて、認知症に対する相談を行うなど、高齢者が住み慣れ

た地域で安心して自分らしい生活を送れるよう、医療や介護などのサービスが必要に応じ

て提供される地域包括ケアシステムの構築をめざし施策を推進している。  

また、元気高齢者が社会の一翼を担う社会の実現に向け、長年培った知識、経験、技能

等が正しく評価され活躍できる機会が増え、高齢者が豊かに生きる権利や個人としての尊

厳が重んじられるよう、マスメディアの活用も図りながら研修の実施に努めるなど、県民

各層における認識を高めていくとともに、定年延長や雇用継続、再就職など一人ひとりの

意思と能力に応じた雇用・就業の機会の確保が図られるよう進めている。  

さらに、学校教育においても、高齢者に対する尊敬や感謝の心を育てるとともに、高齢

社会における介護・福祉などの課題に対する理解を深める教育を推進するほか、高齢者自

らも社会の構成員として積極的に役割を担えるよう、高齢者の学習機会の充実や意識啓発

にも努めている。  

 

（本市の取組）  

本市においては、平成８（１９９６）年に伊丹市老人保健福祉計画を策定し、平成１

２（２０００）年には、伊丹市老人保健福祉計画の改定を兼ね、介護保険事業計画と一

体的なものとする伊丹市介護保険事業計画・老人保健福祉計画を策定した。令和３（２

０２１）年度からの３年間を計画期間とする伊丹市高齢者保健福祉計画・介護保険事業

計画では、虐待からの保護のみならず、認知症や加齢による判断能力の低下にあわせ

て、一人ひとりの尊厳の保持を目指しています。また、シルバー人材センターや老人ク

ラブへの活動支援など、高齢者の生きがいづくりや、社会参加・就労について積極的に

支援している。  

平成２３（２０１１）年に市内８社会福祉法人により伊丹市福祉権利擁護センターを

設置し、協働運営されてきたが、平成３１（２０１９）年４月より運営主体を伊丹市と

し、伊丹市における包括的権利擁護支援体制の中核機関として位置付け、認知症や精神

障害、知的障害等により判断能力に支援が必要な人が住み慣れた地域で安心して暮ら

すことができるよう、相談や支援をはじめ、成年後見制度の利用促進等の活動に取り組

んでいる。  

また、高齢者虐待の防止のため、地域包括支援センターを中核として、平成１８（２

００６）年、高齢者虐待防止ネットワークを構築し、早期発見、早期対応を図るととも

に養護者の支援を行いその負担の軽減に努めている。  

 平成２８（２０１６）年度から開始した、認知症高齢者等の位置情報を家族のスマー
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トフォン等に通知するサービスのまちなかミマモルメ及びさがしてメールの協力ボラ

ンティアへの登録を推進するとともに、伊丹警察署と情報共有し、行方不明となった認

知症高齢者等の早期発見の体制整備に取り組んでいる。  

 

 

◆障がいのある人の人権  

 

（国等の取組）  

国連では、昭和５０（１９７５）年、障害者の権利宣言を採択し、昭和５６（１９８

１）年には「完全参加と平等」をテーマとした国際障害者年を決議した。翌年には障害

者に関する世界行動計画を採択し、さらに、昭和５８（１９８３）年から平成４（１９

９２）年までを障害者の１０年と定め、障がい者の人権施策の推進を提唱した。  

平成５（１９９３）年には障害者の機会均等化に関する基準規則を決議し、社会の仕

組み、諸々の社会的環境をすべての人、特に障がい者に利用できるよう環境を整える責

任は、国及び地方公共団体にあると明言している｡さらに、平成１８（２００６）年に

は障がい者の差別を禁じた、障害者の権利に関する条約が採択された（平成２０（２０

０８）年、発効）。  

国においては、こうした国際的な動向に影響を受けながら、昭和５７（１９８２）年、

障害者対策に関する長期計画を策定し、平成５（１９９３）年にこれを改め、新長期計

画を策定した。現在、平成３０（２０１８）年度から令和４（２０２２）年度までを計

画期間とする第４次障害者基本計画に基づき、地域社会における共生、差別の禁止、国

際的協調、障がい者の自己決定の尊重を目指した取組が行われている。  

平成１６（２００４）年に改正された障害者基本法においては、基本理念に障がいを

理由とする差別の禁止を明示するとともに、都道府県・市町村における障害者計画の義

務化などが規定された。平成１８（２００６）年１０月に、障がい者の地域生活や就労

を進め、自立した地域生活ができる社会の実現を目指しました障害者自立支援法が施

行された。  

そして、身体･知的･精神の３障害の枠組みではとらえ切れなかった発達障がい者へ

の支援を行うため、発達障害者支援法が平成１７（２００５）年に施行された。  

また、障がい者などのさまざまな物理的障壁の除去を進めるための法的整備につい

ては、平成１８（２００６）年、「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建

築物の建築の促進に関する法律（ハートビル法）」と「高齢者、身体障害者等の公共

交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー法）」を統

合した、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新

法）」が制定された。  

平成２４（２０１２）年１０月に障害者虐待防止法を施行、平成２５（２０１３）年

４月の改正「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総

合支援法）」の施行により難病等を追加、平成２６（２０１４）年２月に「障害者の権

利に関する条約」が国内で発効、平成２７（２０１５）年１月に「難病の患者に対する

医療等に関する法律（難病法）」を施行、平成２８（２０１６）年４月には障害者差別
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解消法が施行された。平成３０（２０１８）年４月には、児童福祉法の一部改正により、

障がい児のサービス提供体制の計画的な構築（障害児福祉計画の策定や医療的ケアを

要する障がい児に対する支援などが規定され、さらなる障害者（児）福祉の推進のため

の環境整備が進められている。  

県においては、従来の障害者施策の基本的考え方である「リハビリテーション」と「ノ

ーマライゼーション」を踏まえ、障害の有無や年齢にかかわりなく、だれもが、同じ地域

社会のなかで生活するものとして主体的に生き、社会の支えになる「ユニバーサル社会」

を構築するべく、平成１７（２００５）年４月に「ひょうごユニバーサル社会づくり総合

指針」を策定するとともに、幅広い分野の障害者施策について、平成２７（２０１５）年

３月に「ひょうご障害者福祉計画～自分で決める  自分の生き方  みんなでつなぐ  共生の

社会～」に基づき、障害者の生活基盤づくりをはじめ、教育・社会参加、しごと支援、く

らし支援、安全安心のための諸施策を展開し、だれもが使いやすいものづくり、サービス

の提供、情報発信を推進するとともに、一人ひとりの状況や能力に応じた多様な働き方の

推進や障がい者雇用の拡大、障がい者を支える人材育成等を行っている。  

学校教育においても、令和元（２０１９）年度から令和５（２０２３）年度までの計画

期間である「兵庫県特別支援教育第三次推進計画」（平成３１（２０１９）年３月）に基づ

き、自立と社会参加の促進に取り組むとともに、障がいのない子どもとの交流及び共同学

習を通じて豊かな人間性と多様性を尊重する心を育み、相互理解を促進している。  

 

（本市の取組）  

本市においては、平成２４（２０１２）年度に「伊丹市障害者虐待防止センター」を

設置し、障害者虐待防止連絡会を開催し、虐待防止の体制を整備した。  

また、平成３０（２０１８）年４月には「伊丹市手話言語条例」を施行し、手話が言

語であるという認識に基づき、手話に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、ろう者

とろう者以外の者が共生することのできる地域社会の実現を目指している。 

令和３（２０２１）年度から第４次を迎えた「伊丹市障害者計画」に基づき、市が今

後進めていく障がい者施策の基本方向や目標を定め、障がい者が自らの能力を最大限

に発揮し自己実現できるよう施策を展開している。  

さらに、同計画の実施計画として、令和３（２０２１）年度に新たに策定した「伊丹

市障害福祉計画（第６期）及び伊丹市障害児福祉計画（第２期）」では、自立支援給付

に基づく障害福祉サービス、相談支援、地域生活支援事業などの実施にあたっての考え

方と必要なサービス量の見込を示すとともに、その確保のための方策を定め、支援の充

実を図っている。  

 

 

◆ 同和問題  

 

（国等の取組）  

昭和４０（１９６５）年の同和対策審議会答申では、同和問題とは、「日本社会の歴

史的発展の過程において形成された身分階層構造に基づく差別により、日本国民の一
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部の集団が経済的・社会的・文化的に低位の状態におかれ、現代社会においても、なお

いちじるしく基本的人権を侵害され、とくに、近代社会の原理として何人にも保障され

ている市民的権利と自由を完全に保障されていないという、もっとも深刻にして重大

な社会問題である」と定義され、さらに、答申前文では「その早急な解決こそ国の責務

であり、同時に国民的課題である」と明示した。そして、昭和４４（１９６９）年には、

同和対策事業特別措置法が施行され、以後、３３年間にわたって特別措置法によりさま

ざまな施策が講じられてきた。  

国においては、平成２８（２０１６）年に部落差別解消推進法が施行され、現在もな

お部落差別が存在するとしたうえで、部落差別を解消する必要性に対する国民一人ひ

とりの理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社会を実現していくこと

を基本理念とし、地方公共団体は地域の実情に応じた施策を講ずるよう努めるものと

規定している。  

県においては、同和問題の解決に向けた取組を戦後早くから重要課題と位置付け、生活

環境などの基盤整備を進めるとともに、昭和４６（１９７１）年からは「差別を無くそう

県民運動」を実施するなど、人権意識の高揚を図る教育・啓発に努めている。  

 

（本市の取組）  

本市においては、昭和４８（１９７３）年及び昭和５０（１９７５）年の伊丹市同和

対策審議会答申を受けて以降、同和地区内の施設、道路、住宅などのハード面における

環境整備や地区住民の自立を支援するためのソフト事業が急ピッチで進んだ。それ以

前にも、昭和２６（１９５１）年に眼科診療所、昭和３８（１９６３）年には共同浴場

を開設し、昭和４４（１９６９）年に中曽根団地、昭和４６（１９７１）年には緑団地

を建設し、一定の整備を図った。昭和４７（１９７２）年に市の組織に同和対策室を設

置してからさらに事業が本格化し、昭和４９（１９７４）年にはひかり保育園、共同会

館・解放児童館（現・人権啓発センター）を開設し、昭和５０（１９７５）年には堀池

団地の入居が始まった。  

この間、昭和４５（１９７０）年には、市民組織である伊丹市同和教育協議会（現・

伊丹市人権･同和教育研究協議会）が結成され、今日に至るまで市と連携した積極的な

取組を推進してきた。昭和４７（１９７２）年には伊丹市同和教育基本方針を策定し

た。昭和５０（１９７５）年には、「同和問題の解決を本市の最重点施策とし、市民ぐ

るみで部落差別の解消に努める」ことを内容とする、差別を許さない都市宣言を制定し

た。  

こうしたさまざまな取組の結果、同和地区における物的な基盤整備は着実な成果を

上げ、ハード面における格差は大きく改善されるとともに、差別意識解消に向けた教

育・啓発活動も推進してきた。  

平成１４（２００２）年３月末には、地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別

措置に関する法律が失効し、一般対策へ移行した。  

差別意識の解消に向けた教育・啓発の推進については、平成８（１９９６）年、国の

地域改善対策協議会の意見具申「同和問題の早期解決に向けた今後の対策の基本的な

在り方について」において、「これまでの同和教育や啓発活動の中で積み上げられてき
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た成果とこれまでの手法への評価をふまえ、すべての人の基本的人権を尊重していく

ための人権教育、人権啓発として発展的に再構築すべき」としている。  

平成１６（２００４）年の伊丹市同和対策審議会の意見具申では、差別意識の解消と

人権意識の高揚、それに向けた体制づくりが最重要課題であると提言し、「人権教育の

ための国連１０年」伊丹市行動計画においても、差別意識の払拭や交流機会の拡充など

教育・啓発活動を進めてきた。  

これまでも、人権意識の向上を図るため、市民・職員向けの研修会の実施や、「人権

フェスティバル」、「差別を許さない都市宣言制定記念集会」、「伊丹市人権・同和教育研

究協議会」などで、さまざまな人権に関する講演会やパネル展を実施している。  

また、伊丹市立人権啓発センターにおいて、人権学習や生活、文化、教育の向上を図

るための講座などを開催し、家庭・地域・学校・行政の四者が参加して学習交流する

「四者交流会」や、生活・人権に関わる相談に応じて関係機関への紹介等を行う生活福

祉等相談を実施するなど、創意工夫を図りながら運営を展開している。  

その他、住民票の写し等の不正取得防止に係る本人通知制度の実施や、インターネッ

ト上の差別的な書込みをモニタリングし、削除要請するインターネット・モニタリング

事業の実施、また、人権に関する事例等を分析・検討する「差別事象分析会」を実施し、

人権教育・啓発施策を展開している。  

 

 

◆ 外国人の人権  

 

（国等の取組）  

国連においては、昭和２３（１９４８）年の世界人権宣言の採択以降、難民の地位に

関する条約、「人種差別撤廃条約」、国際人権規約などが採択され、国際的な人権基準が

形成されてきた。  

国においては、内外国人平等処遇を原則とする国際人権規約や難民の地位に関する

条約の批准に伴い、国民年金法・児童手当法などの国籍条項が廃止された。  

平成１８（２００６）年、地域における多文化共生の取組についての考え方を示した

「地域における多文化共生推進プラン」や、外国人と日本人が同様の公共サービスを享

受するための総合的対応策をとりまとめた「生活者としての外国人に関する総合的対

応策」が策定された。  

平成３０（２０１８）年１２月には、労働関係の新たな在留資格を設けた改正入管法

の施行を前に、５年間で約３５万人の外国人の受入れを見込み、日本で生活する外国人

の増加への対応として、共生のための取組をまとめた「外国人の受入れ・共生のための

総合的対応策」が策定された。  

令和元（２０１９）年６月には、多様な文化を尊重した活力ある共生社会の実現を目

的とする「日本語教育の推進に関する法律」が制定され、日本語教育の推進に関する施

策の実施が責務として明記され、同法に基づく日本語教育推進のための国の基本方針

が令和２（２０２０）年６月に閣議決定された。  

令和２（２０２０）年９月には、外国人住民の増加・多国籍化、在留資格「特定技能」
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の創設、多様性・包摂性のある社会実現の動き、デジタル化の進展といった社会経済情

勢の変化を踏まえ、「地域における多文化共生推進プラン」（平成１８（２００６）年３

月）が改訂された。  

県においては、平成６（１９９４）年、地域国際化推進基本指針を策定し、外国人の

人権の尊重を基本にすえた諸施策を実施するとともに、平成１２（２０００）年、外国

人児童生徒にかかわる教育指針を策定し、外国人児童・生徒の人権を尊重した教育の徹

底を図ってきた。  

また、平成２７（２０１５）年には、外国人県民を含むすべての県民が相互に理解し、

共に支え合うことにより、各人が自己を活かすとともに、地域への参画と協働を担うこ

とのできる多文化共生社会を実現するため、「ひょうご多文化共生社会推進指針」が策

定された。  

令和３（２０２１）年３月には、外国人県民の増加や多国籍化、国における法制度や

多文化共生推進プランの変化に加え、県内産業における外国人材の重要性、新型コロナ

ウイルス感染拡大に伴う新しい生活様式（ひょうごスタイル）への対応など、新たな課

題への対応を盛り込む形で、多文化共生社会推進のよりどころとなるよう、内容の充実

を図るため、「ひょうご多文化共生社会推進指針」が改訂された。  

 

（本市の取組）  

本市においては、昭和５（１９３０）年から１２（１９３７）年頃にかけての大阪第

二飛行場（現大阪国際空港）の建設工事に多くの朝鮮人労働者が従事していたことなど

の歴史的な経緯から、現在も、韓国・朝鮮籍の人が本市の外国人人口の半数以上占めて

おり、これまで、伊丹市在日外国人教育基本方針（平成６（１９９４）年）や、伊丹市

「内なる国際化」推進基本指針平成８（１９９６）年）、本方針（平成２２（２０１０）

年１０月）などにより、早くから、韓国・朝鮮籍の人をはじめとした民族的偏見や差別

意識の解消など、外国人の人権尊重や共生社会の実現に向けた施策を推進してきた。  

 近年では、国における外国人材の受入れを拡大・強化する施策が展開され、グローバ

ル化の進展と併せて、現在新型コロナウイルス感染症の影響で一時的に停滞している

ものの、今後、本市においても外国人の増加と多国籍化が更に進むもの予測されること

から、一層多様化する行政課題や市民ニーズに対応し、誰一人取り残さないきめ細かな

配慮や支援を行うため、「伊丹市内なる国際化推進基本指針」から人権尊重の理念を引

き継いだ形で、「伊丹市多文化共生推進指針」を策定した。  

 

 

◆ インターネットによる人権侵害  

 

（国等の取組）  

国においては、平成１５（２００３）年、国は個人情報の保護に関する法律を制定し、

事業者は個人情報についての利用目的の特定、適正な取得、安全管理、第三者提供の制

限などの義務が課せられた。平成１４（２００２）年、「特定電気通信役務提供者の損

害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（プロバイダ責任制限法）」が施
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行され、特定個人の権利が侵害されたことが明白な場合には、プロバイダに対し発信者

情報の開示請求ができるようになった。また、平成２２（２０１０）年、最高裁判所は、

個人が行うインターネット上の自由な表現行為であったとしても、他の表現手段を利

用した場合と同様の基準で名誉棄損罪が成立するとの判断を示した。  

平成２５（２０１３）年９月に施行された「いじめ防止対策推進法」においては、イ

ンターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進について定められており、

平成２６（２０１４）年１１月には、いわゆるリベンジポルノ等の被害の発生や拡大防

止を図るため、「私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（リベンジ

ポルノ防止法）」を施行している。  

令和３（２０２１）年４月には、より円滑な被害者の救済を図ることを目的として、

発信者情報の開示に必要な手続について、新たな裁判手続を創設することなどを内容

とした改正プロバイダ責任制限法が施行となり、インターネット上の誹謗中傷などに

よる権利侵害についてより円滑に被害者を救済する仕組みづくりを構築している。  

県においては、平成２１（２００９）年の「青少年愛護条例」の改正により、１８歳

未満の青少年の携帯電話契約時にフィルタリングを義務付け（保護者からの申し出が

ある場合を除く）ているほか、学校教育においても、ネット上の誹謗中傷・いじめ、不

適切な投稿など、ネットトラブル等を防止するため、関係機関と連携して情報モラルの

指導を徹底するとともに、スマートフォンやＳＮＳ等を利用する際の学校や家庭での

ルールづくりなど、情報社会を生きるうえでの子どもの自主的・主体的な取組を推進し

ている。  

また、悪質な人権侵犯事案に対しては、法務局と連携してプロバイダ等にその情報の

削除を求めるなど、適切な対応に努めている。  

さらに平成３０（２０１８）年７月、悪質な書込みをモニタリング（監視）する「イ

ンターネット・モニタリング事業」を実施し、監視による抑止効果を図っている。  

 

（本市の取組）  

本市においては、情報化社会の進展に対し、個人の権利や利益の侵害を未然に防止す

るため、平成１７（２００５）年、個人情報の取り扱いのルールを定めるとともに、伊

丹市個人情報保護条例を施行し、市が保有する個人情報の取り扱いの適正化に努めて

きた。  

児童生徒の被害防止のため、「伊丹市ネットいじめ対応マニュアル」を活用した取組

の実施や、平成２３年度から実施しているインターネット・モニタリング事業として、

職員研修にてインターネットの現状や削除対応などの職員の知識向上を図ったほか、

インターネット掲示板のモニタリング活動を実施し、法務局と連携し、差別書込みの削

除に努めている。  

また、関係機関と情報共有しながら、児童生徒を対象としたスマートフォンや携帯電

話の安全利用に関する教室、インターネット等の危険性などに関する教員を対象とし

た研修会の開催など、ネット上の人権侵害やトラブルから子どもを守るための取組を

行っている。  
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◆ 性的指向・性自認に関する人権侵害  

 

（国等の取組）  

国連は、平成２０（２００８）年、性的指向や性自認に基づいた人権侵害の根絶を世

界に呼びかける声明を出し、平成２３（２０１１）年には、人権の普遍性を確認し、性

的指向や性自認を理由とした暴力行為や差別に重大な懸念を示す決議を国連人権理事

会で採択した。  

また、世界保健機関（ＷＨＯ）は令和元（２０１９）年、国際疾病分類を改訂し、「性

同一性障害」を精神疾患の分類から除外した。  

国においては、平成１６（２００４）年７月に「性同一性障害者の性別の取扱いの特

例に関する法律」が施行され、一定の条件を満たした場合には、家庭裁判所での審判に

より、戸籍上の性の変更が可能となり、平成２０（２００８）年にはその条件を緩和す

る法改正が行われた。  

また、平成２８（２０１６）年には、職場での性的マイノリティへの差別的な言動が

セクシュアル・ハラスメントに当たることについて、男女雇用機会均等法に基づく事業

者向けの「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ず

べき措置等についての指針」に明記された。  

学校においても、平成２７（２０１５）年の国の通知により、性同一性障害に係る児

童生徒についての特有の支援や、児童生徒に対する性的指向や性自認に関しての相談

体制などの充実が求められている。  

県においては、啓発リーフレットの作成・配布のほか、県内のパートナーシップ宣誓

制度導入市町においてパートナーシップ宣誓証明を受けた LGBT 等のパートナー同士

については、婚姻関係にある者とみなし、当該制度を導入している市町内にある県営住

宅への入居申込みを受け付けている。  

 

（本市の取組）  

本市においては、平成１６（２００４）年７月に「性同一性障害者の性別の取扱いの

特例に関する法律」が施行を契機に、性的マイノリティの方への配慮として、性別欄の

見直しを行い、令和２（２０２０）年に再度見直しを行った。 

また、当事者やその関係者からの専用相談窓口として、平成２９（２０１７）年に「セ

クシュアルマイノリティ相談窓口」を開設、令和２（２０２０）年５月には、「伊丹市

同性パートナーシップ宣誓制度」を導入し、令和３（２０２１）年４月６日には、阪神

７市１町間で、性の多様性のさらなる理解の広がりなどを目的とした「パートナーシッ

プ宣誓制度の取組に関する協定」を締結し、広域だからこそできる取組を進めている。  

また、性的マイノリティに対する偏見・差別の解消のため、性の多様性のさらなる理解

が広がるよう、啓発リーフレットの作成・配布、市民等の理解を深めることを目的とし

た人権啓発研修会の開催などさまざまな場での教育・啓発に努めている。  
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◆ 感染症に関する人権侵害  

 

（国等の取組）  

国においては、平成元（１９８９）年２月に「後天性免疫不全症候群の予防に関する

法律（エイズ予防法）」を施行したが、平成１０（１９９８）年４月には、感染症患者

等の人権に配慮した施策を推進することを基本理念とした「感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（感染症法）」が制定され、これに伴い「エイズ予防

法」は廃止された。  

ハンセン病については、患者に対して古くから施設入所を強制する隔離政策が行わ

れてきた。平成８（１９９６）年、らい予防法が廃止され、強制隔離政策は終結したが、

患者や元患者は長期の隔離により家族・親族との関係を絶たれ、また自身の高齢化によ

り施設に残らざるを得ないなど、社会復帰がまだ困難な状況にある。  

平成１０（１９９８）年に制定された感染予防法では、その前文において「過去にハ

ンセン病、後天性免疫不全症候群等の感染症の患者等に対するいわれのない差別や偏

見が存在したという事実を重く受け止め、これを教訓として今後に生かすことが必要

である」と述べ、患者の人権の尊重が盛り込まれた。  

平成２１（２００９）年４月には「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律（ハン

セン病問題解決促進法）」が施行され、ハンセン病患者・回復者やその家族の福祉の増

進、名誉の回復等のための措置を講ずることにより、ハンセン病問題の解決の促進が図

られている。  

また、令和元（２０１９）年６月のハンセン病家族訴訟に係る熊本地方裁判所判決に

おいて、家族の被害について国の責任を認めたことを受け、同年１１月に施行された

「ハンセン病元患者家族に対する補償金の支給等に関する法律」により、元患者家族の

被った精神的苦痛を慰謝するための補償金の支給、名誉の回復や福祉の増進が図られ

ている。  

一方、未知のウイルスによる新興感染症や、再興感染症については、２１世紀に入っ

てからも発生している。令和２（２０２０）年に国内で初めて感染者が確認された新型

コロナウイルス感染症に関して、感染者や、その家族などの濃厚接触者等、治療・対策

に関わった方々、県外から来訪した方等（以下「新型コロナウイルス感染者等」とい

う。）に対して、り患していること、り患しているおそれがあること等を理由として、

差別等様々な人権侵害事案が発生した。このため、令和３（２０２１）年、新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法の改正により、差別的取扱い等の防止について地方公共団

体の責務が規定されたところである。  

県においては、世界エイズデー、ハンセン病を正しく理解する週間などを中心とし

て、正しい知識の普及啓発を進めるとともに、学校教育においても、発達段階に応じて

正しい知識を身につけることにより、感染者等に対する差別・偏見の解消に努めてい

る。  

 また、新型コロナウイルス感染症に関して、県民に対し正しい知識や情報を提供する

とともに、感染者・回復者やその家族、医療従事者や介護従事者等に対する偏見・差別

等の防止に向けた周知や啓発を実施している。  



16 

 

 

（本市の取組）  

本市においては、新型コロナウイルス感染症に関して、市民に対し正しい知識や情報

を提供するとともに、感染者・回復者やその家族、医療従事者や介護従事者等に対する

偏見・差別等の防止に向けた周知や啓発を実施している。HIV やハンセン病について

も、関係機関と連携しながら、感染症や感染症への対応に関する正しい情報を周知して

いる。  

また、HIV については正しい理解を広げるために、リーフレットを作成・配布する

とともに、啓発ポスターを掲示するなど、啓発している。  

その他にも、学校教育において、性教育や保健指導を実施など、子どもたちに正しい

知識・情報を伝え、エイズをはじめとする感染症の予防と、患者・感染者に対する偏見

や差別をなくすよう指導するとともに、エイズ予防啓発月間等で正しい知識の普及啓

発を図っている。  

 

◆ その他さまざまな人権課題  

■アイヌの人々  

（国等の取組）  

国連は、昭和４０（１９６５）年１２月の総会で人種差別の問題を包括的に規定した

「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」を採択した。また、平成１９（２

００７）年９月には、政治、経済、文化、その他の広範な分野にわたって先住民族や個

人の権利と自由について規定した「先住民族の権利に関する国際連合宣言」を採択し

た。  

国においては、平成９（１９９７）年７月には、我が国の法体系の上で初めてアイヌ

の人たちを民族として認めた「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統に関する知識の

普及及び啓発に関する法律（アイヌ文化振興法）」が施行された。  

また、平成１９（２００７）年９月の「先住民族の権利に関する国連宣言」の採択を

受け、平成２０（２００８）年６月に「アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議」

を採択したほか、令和元（２０１９）年５月には「アイヌの人々の誇りが尊重される社

会を実現するための施策の推進に関する法律（アイヌ施策推進法）」を施行し、アイヌ

の人たちが民族としての誇りを持って生活することができ、その誇りが尊重される社

会の実現に向けた取組を進めている。  

県においては、人権啓発パネル等を通じて啓発を行っている。  

 

（本市の取組）  

 本市においては、人権フェスティバルや人権啓発週間などで、啓発パネル展を開催

し、その中でアイヌの人々に関するパネルを掲示し、市民の関心の喚起に努めている。  

 

 

■刑を終えて出所した人  

（国等の取組）  
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 平成２８（２０１６）年１２月、「再犯の防止等の推進に関する法律」が策定、翌年

１２月には再犯防止推進計画が策定され、国民が犯罪による被害を受けることを防止

し、安全で安心して暮らせる社会の実現に向けて、再犯の防止等に関する施策を総合的

かつ計画的に推進している  

国では、刑を終えて出所した人等に対する就労支援を重要課題の一つとして位置付

け、刑を終えて出所した人等を雇用してくれる協力雇用主を募集し、加えて、就労継続

に必要な生活指導や助言などを行う協力雇用主に対して就労奨励金を支払うなど、再

犯防止のための積極的な取組を行っている。  

また、犯罪をした人や非行のある少年の改善更生について国民の理解・協力を促進

し、犯罪や非行のない地域社会を築くため、地域住民の理解と参加を得て、「“社会を明

るくする運動”～犯罪や非行を防止し、立ち直りを支える地域のチカラ～」を実施し、

刑を終えて出所した人に対する偏見・差別をなくし、これらの人の円滑な社会復帰を促

すための啓発活動を全国各地で行っている。  

 法務省の人権擁護機関では、刑を終えて出所した人に対する偏見や差別をなくし、社

会復帰に資するよう人権啓発活動や人権相談、調査救済活動に取り組んでいる。  

 県においては、人権啓発パネル等を通じて啓発を行っている。  

 

（本市の取組）  

本市においては、７月の強調月間の社会を明るくする運動において、「市内啓発パレ

ード」や「ジョイフルコンサート」などのイベント、その他にも、市内の小・中学校に

て「子供たちの声を聞く会」、「公開ケース研究会」「啓発イラスト展示会」などの催し

を実施している。  

 

 

■犯罪被害者等  

（国等の取組）  

犯罪被害者やその家族は、直接的な被害はもとより、それに付随する精神的負担や経

済的・時間的な負担を受けているほか、マスメディアによる過剰な取材や報道、プライ

バシー侵害、名誉毀損、平穏な私生活の侵害など、苦しんでいる状況にある。  

犯罪被害者やその家族に対する無責任な噂や中傷、興味本位での報道などが生ずる

ことのないよう、周囲の人々の理解と社会的な対応が必要である。  

特に、近年、性犯罪における高い再犯率や、児童虐待件数の増加など、弱者である女

性や子どもを対象にした犯罪等による被害の問題が深刻化している。  

国においては、昭和５６（１９８１）年１月に「犯罪被害者等給付金の支給等に関す

る法律」を施行するなどの法整備を進めており、平成１７（２００５）年４月には犯罪

被害者等の権利利益の保護を図ることを目的とした「犯罪被害者等基本法」を施行する

とともに、同年１２月、同法に基づく「犯罪被害者等基本計画」を策定した。  

現在は、令和３（２０２１）年３月に策定した第４次計画に基づく取組が進められて

きており、これまで犯罪被害者等が刑事裁判に参加する制度等の創設や給付額の引き

上げなど、犯罪被害者等を支援するための諸制度の整備が図られている。  
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県においては、「地域安全まちづくり条例」（平成１８（２００６）年４月）に犯罪被

害者等に対する支援を盛り込み、被害者支援センターなどの関係機関や民間団体と協

働して、情報の提供、相談の実施その他の支援を行うとともに、学校教育においても、

誰もが犯罪被害者等になる可能性を認識させ、自らの問題として考えさせる取組を推

進するなど、教育や啓発に努めている。また、平成２９（２０１７）年４月から、警察

に相談することができない性犯罪・性暴力被害者の心身の負担軽減、被害の潜在化防止

などを目的として、電話相談、弁護士による無料法律相談、臨床心理士による無料心理

相談のほか、医療に関する支援をワンストップで行う「ひょうご性被害ケアセンター

『よりそい』」を開設している。  

 

（本市の取組）  

本市においては、平成３１（２０１９）年４月に「伊丹市犯罪被害者等の支援に関す

る条例」を施行し、相談窓口の設置をはじめ各種支援施策を実施している。  

 

 

■北朝鮮拉致被害者に関する問題  

（国等の取組）  

北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民の認識を深めるとともに、国際社会と

連携しつつ北朝鮮当局による人権侵害問題の実態を解明し、その抑止を図ることを目

的として、平成１８（２００６）年６月に、「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵

害問題への対処に関する法律」が施行され、国及び地方公共団体の責務等が定められる

とともに、毎年１２月１０日から同月１６日までを「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」と

することとされている。  

この週間中、政府主催国際シンポジウムをはじめとする様々なイベントや、ポスター

や広告等を通じて、様々な啓発を実施している。  

県においては、拉致問題の真相解明及び解決に向けて、県民の関心と認識を深めるた

め、「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」に合わせた広報事業などを実施するとともに、幅

広い県民が協力し拉致被害者の生存と救出を願う「ブルーリボン運動」や署名活動など

を進めるほか、学校教育においても、発達段階に応じて拉致問題に対する理解を深める

など、教育や啓発に努めている。  

 

（本市の取組）  

本市においては、啓発週間において、啓発メッセージの庁内放送をはじめ、FM いた

みを通じた放送や広報いたみでの掲載、法務局や警察と連携したポスター掲示などの

啓発に努めている。  

 

 

■ホームレスの人たち  

（国等の取組）  

平成１４（２００２）年に制定された「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置
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法」に基づき、ホームレスの自立の支援やホームレスとなることを防止するための生活

上の支援等に関する施策が、ホームレスの人権に配慮し、かつ、地域社会の理解と協力

を得つつ、総合的に推進されている。  

 また、同法に基づき、平成３０（２０１８）年７月にホームレスの実態に関する全国

調査の結果を踏まえて策定した「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」では、

ホームレス及び近隣住民の双方の人権に配慮しつつ、啓発広報活動、人権相談等の取組

により、ホームレスの人権の擁護を推進することが必要であること等が盛り込まれて

いる。  

その他、平成２７（２０１５）年に生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、

生活困窮者に対する包括的かつ早期の支援を実施することを目的とする「生活困窮者

自立支援法」が施行された。  

県においては、平成１６（２００４）年７月に「兵庫県ホームレスの自立の支援等に

関する実施計画」、平成２２（２０１０）年２月、平成２７（２０１５）年３月、令和

２（２０２０）年３月には「兵庫県ホームレスの自立の支援等に関する実施方針」を策

定し、ホームレスから脱却し、自立していくことを支援するため、国・県・市の関係機

関と民間団体からなる「兵庫県ホームレス自立支援対策連絡協議会」を開催している。  

 

（本市の取組）  

本市においては、ホームレスのアウトリーチ支援を目的としたホームレス調査を実

施し、ホームレスの実態把握に努めている。  

 

 

■人身取引  

（国等の取組）  

国においては、平成１６（２００４）年４月、内閣に「人身取引対策に関する関係省

庁連絡会議」が設置され、同年１２月、同会議において、人身取引の撲滅、防止、人身

取引被害者の保護等を目的とする「人身取引対策行動計画」を取りまとめられた。  

また、人身取引その他の人身の自由を侵害する犯罪に対処するため、平成１７（２０

０５）年６月に刑法等の一部が改正され、同年７月から施行されている。  

さらに、平成２１（２００９）年１２月、犯罪対策閣僚会議において、「人身取引対

策行動計画２００９」が策定され、政府は計画に掲げられた施策を着実に実施してきた

ところ、平成２６（２０１４）年に「人身取引対策行動計画２０１４」を策定し、関係

省庁が一体となって取り組んでいる。  

県においては、人権啓発パネル等を通じて啓発を行っている。  

 

（本市の取組）  

本市においては、人権フェスティバルのパネル展などを通じて、啓発ポスターなどを

掲示し、啓発に努めている。  


